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 （１）事業報告書

平 成 28 年 度  事 業 報 告 書 

  平成28年 4月 1日から  平成29年 3月 31日まで 

特定非営利活動法人日本森林管理協議会 

１ 事業実施の方針 
・より良い森林管理・森林育成手法の普及啓発。
・森林認証制度の国内における実効的な実施の監視・支援。
・流通・需要市場に対する、適切に管理された森林からの木材の認知及びその利用の促進のための
普及啓発

・認証製品市場の確立。利害関係者との調整。

 ２ 事業の実施に関する事項 

事業名 事 業 内 容 実 施 

日 時 

実 施 

場 所 

従事者 

人 数 

受益対象者の範囲及

び人 数 

支出額 

（千円） 

日本の森林・林

業問題解決への

取組みや森林の

適切な管理経営

を普及啓発する

事業 

認証取得者PR 

認証取得者を取材しホームページで紹

介した。 

 

東京オリンピック対応 

東京オリンピック・パラリンピック大

会組織委員会に対し、木材調達につい

て認証材の使用について働きかけ、基

準に位置付けられた。 

認証材川上・川下プロジェクト 

FM認証からCoC認証、デザイナーをつ

なぎ、認証製品化を促進した。 

パンフレット作成 

BtoCの場面で使用するパンフレットを

適宜増刷した。 

ニュースレター発行 

ニュースレターを月一発行した。 

2016.４～ 事務所 336人日 不特定多数 11,095 
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森林認証制度等

を活用した森林

の管理経営の推

進を支援する事

業 

 

国内向け基準管理 

・国内への規準適用に関する調整 

・国産材管理木材リスクアセス策定 

・FSC原則と基準国内基準策定 

（コンサルテーション及びフィー

ルドテストの実施） 

・基準翻訳プロジェクト 

・各種Webセミナーなどの開催 

・原則と基準パンフレット作製 

・指針・規格に関するニュース（テ

クニカルアップデート）の記事を

適宜翻訳し、ウェブ上にアップ 

 

ロゴマーク管理登録 

FSCロゴマーク使用希望者の、その使

用及びその管理に係る登録手続事務

を実施。 

 

FSC本部対応 

FSCの支援にかかるドイツ本部・アジ

アパシフィックオフィスとの連携を

行った。 

2016.４～ 

 

 

全国 468人日 認証取得者 

認証取得予定者 

林業家及び関係者 

ロゴ使用申請者 

不特定多数 

13,260 

森林・林業およ

びそれらに関わ

る流通に関する

出版・講演事業 

セミナー・展示会事業 

FSC Weeks開催 

FSCに取り組む企業とFSCの紹介をす

るイベントを行った。 

 

FSCジャパン主催セミナー 

FSC認証制度の設立経緯、制度内容、

具体的な成果等を紹介し、その意義

を普及するセミナーを3回実施した。 

①企業の責任調達と森林認証 

– FSC認証が選ばれる理由 

②国際森林認証FSCと地方創生 

– FSCに取り組む自治体首長から

FSC認証材供給応援宣言- 

③企業の責任調達 

– 日本の人々に未来を届ける–  

 

各種セミナー・展示会参加 

企業・団体のFSCに関する活動支援・

交流促進を目指し、企業・団体のFSC

に関する活動予定をまとめたFSCカレ

ンダーの作成や、パネル・バナー・

展示用サンプル・パンフレット等の

広報資材の貸出・提供を行った。 

 

認証取得者向けセミナー 

CoC認証取得希望者向けセミナーコン

テンツを制作し、いくつかのセミナ

ーを試験的に行った。 

 

FSC認証林ツアー 

認証製品をユーザーとして扱う企業

を対象としたFM認証林への見学会を

行った。 

 

 

2015.9 

 

 

 

 

 

 

2016.6 

 

2016.9 

 

 

2016.11 

 

 

 

2016.4～ 

 

 

 

 

 

 

 

2016.12～ 

 

 

 

 

2016.4～ 

 

 

東京都 

 

 

 

 

 

 

東京都 

 

東京都 

 

 

東京都 

 

 

 

全国 

 

 

 

 

 

 

 

静岡県 

等 

 

 

 

山梨県 

等 

256人日 一般消費者・企業等 

 

16社参加 

 

 

 

 

 

 

計245名 

 

計157名 

 

 

計181名 

 

 

 

計1000名以上 

 

 

 

 

 

 

 

計2社１団体 

 

 

 

 

計２社 

12,332 
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（２）決算書 
①会計財産目録 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

特定非営利活動法人日本森林管理協議会 （単位：円）

Ⅰ　資産の部

　１．流動資産

　　　現金預金

　　　　手許現金有高 324,800

　　　　普通預金　　三菱東京UFJ銀行玉川支店 18,886,399

　　　　普通預金　　三菱東京UFJ銀行玉川支店（震災用） 4

　　　　郵便振替口　世田谷鎌田郵便局 41,540

　　　　未収入金　　会費未収金 205,200

　　　　仮払金　出張旅費仮払い　　 300,000

　　　流動資産合計 19,757,943

　２．固定資産

　(1)　有形固定資産

　　　　一括償却資産　PC及び周辺機器 93,456

　　有形固定資産計 93,456 93,456

　(2)　無形固定資産　　

　(3)　投資その他の資産

　　　　敷金　HAPON新宿 72,000 72,000

　　　投資その他の資産計 72,000

　　固定資産合計 165,456

　資産合計 19,923,399

Ⅱ　負債の部

　１．流動負債

　　　未払金

　　　　３月末締め給与 1,750,000

　　　　３月末締め業務委託費 216,000

　　　未払法人税等 70,000

　　　　東京都均等割

　　　預り金 2,427,400

  　　流動負債合計 4,463,400

　２．固定負債

　負債合計 4,463,400

正味財産 15,459,999

財 産 目 録 
平成29年3月31日現在

科目 金額
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②会計貸借対照表 
 
 
 
 
 

特定非営利活動法人日本森林管理協議会 （単位：円）

Ⅰ　資産の部

　１．流動資産

　　　現金預金 19,252,743

　　　未収入金 205,200

　　　仮払金 300,000

　　　流動資産合計 19,757,943

　２．固定資産

　(1)　有形固定資産

　　　一括償却資産 93,456

　　　有形固定資産計 93,456 93,456

　(2)　無形固定資産

　(3)　投資その他の資産

　　　　敷金 72,000

　　　投資その他の資産計 72,000 72,000

　　固定資産合計 165,456

　資産合計 19,923,399

Ⅱ　負債の部

　１．流動負債

　　　未払金 1,966,000

　　　未払法人税等 70,000

　　　預り金 2,427,400

  　　流動負債合計 4,463,400

　２．固定負債

　負債合計 4,463,400

Ⅲ　正味財産の部

　　　前期繰越正味財産 9,119,254

　　　当期正味財産増減額 6,340,745

　正味財産合計 15,459,999

　負債及び正味財産合計 19,923,399

貸 借 対 照 表
平成29年3月31日現在

科目 金額
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③会計活動計算書 

 

 
特定非営利活動法人日本森林管理協議会 （単位：円）

Ⅰ　経常収支
　１．受取会費 310,700
　２．事業収入
　　(1)　日本の森林・林業問題解決への取組みや森林の
　　　適切な管理経営を普及啓発する事業
　　　　　*認証制度支援活動 343,461
　　(2)　森林認証制度等を活用した森林管理経営の推進
　　　を支援する事業
　　　　　*国内基準管理事業活動 0
　　　　　*ロゴマーク管理登録事業 353,160 353,160
　　(3)　森林・林業及びそれらに関わる流通に関する
　　　出版、講演事業
　　　　　*セミナー、展示会事業 0
　３．補助金等収入 47,750,251
　４．寄附金収入 13,000
　５．その他収入 0
　　　受取利息 99
　　　雑収入 0 99
　　経常収益計 48,770,671
Ⅱ　経常費用
　１．事業費
　(1)　人件費
　　給料手当 18,600,000
　　法定福利費 1,883,028
　　人件費計 20,483,028
　(2)　その他経費
　　委託業務費 8,333,544
　　広告宣伝費 71,600
　　交際費 183,219
　　会議費 541,127
　　旅費交通費 4,705,180
　　通信運搬費 257,579
　　消耗品費 105,961
　　印刷製本費 1,842,836
　　新聞図書費 102,647
　　支払報酬 60,000
　　その他経費計 16,203,693
　事業費計 36,686,721
　２．管理費
　　(1)　人件費
　　給料手当 2,400,000
　　法定福利費 242,971
　　人件費計 2,642,971
　(2)　その他経費
　　福利厚生費 57,186
　　会議費 32,508
　　旅費交通費 223,141
　　通信運搬費 709,969
　　消耗品費 270,794
　　印刷製本費 359,242
　　諸会費 20,000
　　支払手数料 111,240
　　地代家賃 1,053,776
　　租税公課 1,650
　　支払報酬 144,000
　　減価償却費 46,728
　　その他経費計 3,030,234
　管理費計 5,673,205
　経常費用計 42,359,926
　　　当期経常増減額 6,410,745
Ⅲ　経常外収益
　１．貸倒引当金戻入益
　経常外収益計 0
Ⅳ　経常外費用
　１．過年度損益修正損
　経常外費用計 0

税引前当期正味財産増減額 6,410,745
法人税、住民税及び事業税 70,000
当期正味財産増減額 6,340,745
前期繰越正味財産額 9,119,254
次期繰越正味財産額 15,459,999

科目 金額

活 動 計 算 書
平成28年4月1日から平成29年3月31日まで
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計算書類に対する注記 

 
 
 
 
 
 
 

１　重要な会計方針
　財務諸表の作成は、NPO法人会計基準によっています。

　(1)　固定資産の減価償却について
　　有形固定資産

建物・・・定額法
建物以外の有形固定資産・・・定率法

　　無形固定資産
定額法
　なおソフトウェアは（自社利用）については利用可能期間５年に基づく定額法

　(2)　繰延資産の償却について
創立費・・・一時に全額を償却

　(3)　消費税等の会計処理
　　税込方式により計算

２．事業費の内訳

科目 認証制度支援 国内基準管理 ロゴマーク管理 講演等 合計
　(1)　人件費
　　給料手当 3,729,368 5,221,115 360,000 9,289,517 18,600,000
　　法定福利費 376,606 527,248 41,084 938,090 1,883,028
　　人件費計 4,105,974 5,748,363 401,084 10,227,607 20,483,028
　(2)　その他経費 0
　　委託業務費 2,687,216 4,127,928 0 1,518,400 8,333,544
　　広告宣伝費 71,600 0 0 0 71,600
　　交際費 150,833 32,386 0 0 183,219
　　会議費 518,113 12,278 0 10,736 541,127
　　旅費交通費 1,685,891 2,446,125 0 573,164 4,705,180
　　通信運搬費 234,556 23,023 0 0 257,579
　　消耗品費 48,463 55,271 0 2,227 105,961
　　印刷製本費 1,493,502 349,334 0 0 1,842,836
　　新聞図書費 38,880 63,767 0 0 102,647
　　支払報酬 60,000 0 0 0 60,000
　　その他経費計 6,989,054 7,110,112 0 2,104,527 16,203,693

合計 11,095,028 12,858,475 401,084 12,332,134 36,686,721

３．固定資産の増減明細

科目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末簿価
有形固定資産
一括償却資産 140,184 140,184 46,728 93,456
投資その他の資産
　敷金 72,000 72,000 0 72,000

合計 72,000 0 0 72,000 0 72,000

財務諸表の注記
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（３）監査報告書 

 

 

 




